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	受付番号
	


【様式１号】

県内大学等の研究成果活用に向けた可能性検討支援委託業務
参　加　申　込　書

　みだしのことについて、企画提案参加を申し込みます。

令和　　年　　月　　日

　沖　縄　県　知　事　　殿

	提出者
	法人名
	

	
	所在地
	

	
	代表者職・氏名
	
	

	

	連絡担当者※
	所属
	

	
	職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


※共同企業体での応募の場合は、代表法人名を記載すること。


	受付番号
	


【様式２号】

県内大学等の研究成果活用に向けた可能性検討支援委託業務
企画提案応募申請書

　みだしのことについて、次のとおり応募します。

令和　　年　　月　　日

　沖　縄　県　知　事　　殿

	提出者
	法人・団体名
	

	
	所在地
	

	
	代表者職・氏名
	
	

	

	連絡担当者※
	所属
	

	
	職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	※共同企業体の場合は代表法人名を記載すること。

	共同企業体構成員
	法人名
	代表者職・氏名
	所在地

	
	
	
	




【様式３号】

県内大学等の研究成果活用に向けた可能性検討支援委託業務
企　画　提　案　書


１　事業の基本方針

２　事業の実施体制（人員体制・対応人数・役割分担・所属・保有資格等）
　　　※コーディネーター経歴書を添付（〔別添〕参照）

３　事業の実施方法等
　※「企画提案仕様書　３　内容」に沿って、具体的に取り組む内容を提案ください。
　※各項目は全て記載し、取組内容、取り組みにあたっての自社の強みや手法、その手
法がいかに優れているかなど具体的に記述してください。

４　実施計画・スケジュール（記載例参照）

５　その他

	【共通事項】
○本様式を表紙とし、Power Point形式等の別様式を添付して提案することも可能とする。その場合、【様式３】と明記すること。※A4サイズで作成
○本様式がプレゼンテーション審査で使用する資料となります。
○記載に当たっては、審査者が提案内容を十分に理解できるように、図や表などを用いて、事業の内容を具体的に記載してください。

※公募要領・企画提案仕様書の企画要件に沿った内容とすること




〔別添〕
コーディネーター（候補）経歴書
	氏名
	
	年齢
	歳

	【所属・役職名】


	【学位（または最終学歴）】

	【免許・資格・称号】

	【職歴・研究歴】

	【産学官連携に関する経歴】

	【学会活動（所属学会）・教育的活動】




〔記載例〕
４　実施計画・スケジュール（令和８年度～令和11年度）・事業期間を４年間（令和８年度～令和11年度）とした実施計画を作成すること。
・「企画提案仕様書 ３ 業務内容」に沿って、取組内容や活動量を記載すること。
・令和９年度以降は、令和８年度と同等の事業期間、予算規模、業務内容を想定して記入
すること
・任意様式。用紙の向きは縦・横不問
・委託契約日を令和８年４月１日と仮定した年間スケジュールを記入すること。







（例示）体裁は自由です。具体的な取組内容や活動量をわかりやすく記載してください。
	業務内容
	令和８年度

	
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	（１）事業実施体制の構築
　①コーディネーターの配置　○人
（２）県内大学等の研究成果活用を検討する
県内企業等の掘り起こし
　①・・・
（３）県内大学等の研究成果活用を検討する
県内企業等に対する契約支援
　①・・・
（４）補助事業者の公募及び採択審査委員会の
設置・運営
　①・・・　○回、審査委員○人
（５）～（７）についても記載
	

	

	

	

	
	
	
	
	
	
	
	



	業務内容
	令和９年度

	
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	（１）事業実施体制の構築
　①コーディネーターの配置　○人
（２）県内大学等の研究成果活用を検討する
県内企業等の掘り起こし
　①・・・
（３）県内大学等の研究成果活用を検討する
県内企業等に対する契約支援
　①・・・
（４）補助事業者の公募及び採択審査委員会の
設置・運営
　①・・・　○回、審査委員○人
（５）～（７）についても記載
	

	

	

	

	
	
	
	
	
	
	
	



※令和10年度・11年度についても作成すること。

【様式４号】

積　　算　　書

令和　　年　　月　　日

沖　縄　県　知　事　殿

法人・団体名
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　


業務名称：県内大学等の研究成果活用に向けた可能性検討支援委託業務

　上記業務の委託費について、下記のとおり積算見積りいたします。

　積算見積金額　　　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税含む）

〔内訳〕
	区　分
	項　目
	積算内訳
	小　計

	Ⅰ 直接人件費
	1.○○
2.○○
	
	

	Ⅱ 直接経費
	1.旅費
2.会議費
3.消耗品費
4.印刷製本費
5.使用料等
6.○○○
　・
　・
	
	

	Ⅲ 再委託費
	
	
	

	Ⅳ 一般管理費
	
	
	

	Ⅴ 消費税
	
	
	

	合　　計
	


（注）令和８年度分の事業費とする。消費税は、円未満を切り捨てること。
（注）事業に必要な経費の概算額を区分・項目毎に記入すること
（注）｢Ⅳ 一般管理費｣は、｢Ⅰ 直接人件費｣と｢Ⅱ 直接経費｣（印刷製本費、使用料及び賃借料、外注費など外部発注分除く）の合計額の10％を上限とし、実施機関の規程に基づくものとするが、その率が10％を超える場合には、県と協議のうえ、妥当性を判断して決定する。特段の規定がない場合は、ⅠとⅡの合計額の10％以内とする。

【参考】

共 同 企 業 体 協 定 書（ひな形）

（目的） 
第１条 本協定は、共同企業体を設立し、沖縄県の発注に係る●●事業（以下「本事業」という。）を効率的に営み、優れた成果を達成することを目的とする。 

（名称） 
第２条 本協定に基づき設立する共同企業体は、沖縄県の発注に係る●●事業受託共同企業体（以下、「本共同企業体」という。）と称する。 

（事務所の所在地） 
第３条 本共同企業体は、事務局を●●（住所・法人名）内に置く。 

（成立の時期及び解散の時期） 
第４条 共同企業体は、令和●年●月●日に成立し、本事業委託契約の業務完了後●ヵ月を経過するまでの間は、解散することができない。 
２ 前項の規定にかかわらず、共同企業体は、本事業を受託することができないことが確定した日に解散する。 

（構成員の住所及び名称） 
第５条 本共同企業体の構成員は、次のとおりとする。 
（１）所 在 地　●●県●●●●● 
法 人 名　●●●●
代表者名　●●●●●
（２）所 在 地　●●県●●●●● 
法 人 名　●●●●
代表者名　●●●●●
（３）所 在 地　●●県●●●●● 
法 人 名　●●●●
代表者名　●●●●●

（幹事企業及び代表者） 
第６条 本共同企業体の幹事企業は、●●●●とする。 
２ 本共同企業体の幹事企業を本共同企業体の代表者とする。 

（代表者の権限） 
第７条 本共同企業体の代表者は、本業務の実施に関し、本共同企業体を代表して発注者と折衝する権限並びに本共同企業体の名義をもって委託料の請求、受領及び本共同企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（取引金融機関） 
第８条 本共同企業体の取引金融機関は、●●銀行●●支店とし、本共同企業体の代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。 

（運営委員会） 
第９条 本共同企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本業務の運営に当たるものとする。 

（業務の分担） 
第10条 各構成員の業務の分担は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。 
●●●●業務（構成員名） 
●●●●業務（構成員名） 
●●●●業務（構成員名） 

（構成員の連帯責任） 
第11条 本共同企業体は、それぞれの分担した業務について進捗管理を行い、本共同企業体の構成員は、本業務の執行に関して連帯して責任を負うものとする。 

（構成員の個別責任） 
第12条 本共同企業体の構成員がその分担に係る本業務の執行に関し、当該構成員の責めに帰すべき事由により発注者又は第三者に損害を与えた場合は、当該構成員がこれを負担するものとする。 

（権利義務の譲渡の制限） 
第13条 この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。 

（業務途中における構成員の脱退） 
第14条 構成員は、本共同企業体が業務を完了する日までは脱退することができない。但し、諸事情により事業継続が困難な場合は別途運営委員会にて協議する。 

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 
第15条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は脱退した場合においては、発注者の承認を得て、共同企業体の残存構成員の中から当該構成員の分担業務を引き受ける者（以下、「分担業務引受者」という）を選定する。 
２ 前項の場合において、分担業務引受者の選定が困難なときは、残存構成員が共同連帯して、当該構成員の分担業務を完了する。ただし、残存構成員のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及び発注者の承認を得て、新たな構成員を本共同企業体に加入させ、当該構成員を加えた構成員が共同連帯して破産又は脱退した構成員の分担業務を完了する。 

（解散後の瑕疵担保責任） 
第16条 本共同企業体が解散した後においても、本業務につき瑕疵があったときは、各構成員は連帯してその責に任ずるものとする。 

（協定書に定めのない事項） 
第17条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。ただし、県との委託契約にかかる事項については、事前に県と協議した上で定めるものとする。 

代表者幹事企業●●●●ほか●社は、上記のとおり本共同企業体協定を締結したので、その証として正本●通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本については委託契約書に添えて発注者に提出する。 

令和●年●月●日 

代表者（所在地） 
（名　称） 
（代表者） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

構成員（所在地） 
（名　称） 
（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

構成員（所在地） 
（名　称） 
（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




【様式５号】

関 連 事 業 実 績 書

法人・団体名：　　　　　　　　　　　　

申請する企業、団体、共同企業体（共同企業体を構成する各企業）が、類似・関係事業について、過去３年間に実績があれば記載すること。

	１
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	

	２
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	

	３
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	





【様式６号】

法　人　概　要　表

	法人名
（代表者氏名）
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資　本　金
	                  円

	財務概要（円）
	
	H　年　月期
	H　年　月期
	H　年　月期

	
	売上高
	
	
	

	
	粗利益
	
	
	

	
	税引後利益
	
	
	

	社　員　数（名）
	

	主要業務
	





（注）共同企業体の場合は、構成企業毎に本様式を作成すること
（注）上記は、あくまでも記入例ですので、法人の種類、性格に合わせて項目の追加削除を行って作成願います

【様式７号】（裏面あり）

誓　　約　　書

令和　　年　　月　　日


沖　縄　県　知　事　殿


法人・団体名
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　

　「県内大学等の研究成果活用に向けた可能性検討支援委託業務」企画提案公募への参加申請を行うにあたり、下記のことを誓約します。

記

１　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。

２　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。

３　沖縄県暴力団排除条例第２条（平成23年条例第35号）規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。

４　県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

５　加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。

６　雇用する労働者に対し、最低賃金法（昭和34年法律第137号）に規定する最低賃金額以上の賃金を支払っていること。

７　労働関係法令を遵守していること。

※注１　共同企業体の場合は、すべての構成員について提出が必要です。
※注２　誓約書には別添「参加資格要件確認書類」に記載の書類を添付してください。

（誓約書（様式７裏面）
（誓約事項７関係）
	主な労働関係法令
（１）労働基準法（昭和22年法律第49号）
（２）労働契約法（平成19年法律第128号）
（３）最低賃金法（昭和34年法律第137号）
（４）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（昭和47年法律第113号）
（５）短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）
（６）育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律
（平成3年法律第76号）
（７）労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
（８）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律
（昭和60年法律第88号）
（９）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）
（10）労働組合法（昭和24年法律第174号）
（11) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）
（12) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）
（13）健康保険法（大正11年法律第70号）
（14) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）




【様式７】（別添）　
参加資格要件確認書類

参加資格要件の確認のため、以下の書類を添付してください。

１　県税及び地方消費税を滞納していないことが確認できる書類

○　都道府県が発行する都道府県税に未納がないことの証明書
（発行後、３か月以内のもの）
○　税務署が発行する消費税及び地方消費税に未納税額がないことの証明書
（発行後、３か月以内のもの）

２　労働保険に加入していることが確認できる書類（加入義務がない場合を除く）

○　申請日直近の、労働保険料の納入が済んだことがわかる書類の写し

(例)
・労働局からの領収済通知書（領収印があるもの）
・納付書・領収証書（領収印があるもの）
・口座振替結果のお知らせ（申請者名が入っている部分を含む）
・労働保険事務組合からの領収書等
・納入額の告知書と振込・口座振替明細　　　等

３　健康保険・厚生年金保険に加入していることが確認できる書類
（加入義務がない場合を除く）

○申請日直近の、厚生年金・健康保険料の納入が済んだことがわかる書類の
写し

(例)
・厚生労働省からの保険料納入告知額・領収済額通知書
・納付書・領収証書（領収印があるもの）
・領収済通知書（領収印があるもの）
・社会保険料納入証明書
・納入額の告知書と振込・口座振替明細　　　等

４　社会保険に加入義務がないことについての申出書（加入義務がない場合）

　○　別添「様式７－２」

【様式７－２】
令和　　年　　月　　日

社会保険に加入義務がないことについての申出書
沖縄県知事　殿
住　　所
法 人 名
代表者名                     


社会保険に加入義務がない理由は、下記のとおりです。

記
１　労働保険に加入義務のない理由
（該当する理由の□に「レ」を記入するか黒塗りしてください）
□ 従業員がいないため（個人事業主で、事業主しかいない場合、または法人で取締
役のみの事業所で構成される場合、等）
□ 出向者のみで構成されており、出向元で加入しているため
□ その他（理由を枠内に記入してください）
※ 従業員を1人以上使用しているすべての事業所に加入義務があります。
（詳細は、労災保険関係についてはお近くの労働基準監督署、雇用保険関係や被保険者となるかのお問い合わせ等についてはお近くの公共職業安定所までご確認ください）
	





２　健康保険及び厚生年金保険に加入義務のない理由
（該当する理由の□に「レ」を記入するか黒塗りしてください）
□ 常時使用する従業員が５人未満の個人の事業所のため
□ 出向者のみで構成されており、出向元で加入しているため
□ その他（理由を枠内に記入してください）
※ 法人の事業所の場合、または個人の事業所で常時５人以上の従業員を使用している場合は加入義務があります。（詳細はお近くの年金事務所までご確認ください）
	




· 上記理由を確認する書類の提出をお願いする場合があります。

【様式８号】

質　　問　　書

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　
住　　所
担当者名
電話番号
Ｆ Ａ Ｘ


県内大学等の研究成果活用に向けた可能性検討支援委託業務
	No
	仕様書の項目等
	質　　問　　内　　容

	















	















	



















